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１．作成目的            ２．作成基準・範囲等 

◆資産と負債の関係の明確化     ◆作成基準：総務省方式改訂モデル 

◆市財政に関する透明性の確保    ◆会計の範囲：普通会計 

◆資産の範囲：昭和４４年度以降に整備した市有の社会資本 

 

・すでに普及している決算統計等を活用する旧総務省方式の作成方法を継承しながらも、資産・

債務の適切な管理の観点から必要な修正を加えて提示されており、多くの自治体が取り組みや

すく、早期に整備効果が発現しやすいモデルとして考えられることから「総務省方式改訂モデ

ル」で作成。 

・北杜市の普通会計は、一般会計、白州診療所特別会計、甲陵中・高等学校特別会計を合算した

もの。 

・財務諸表は市の資産、負債等の状況を明らかにし、コスト意識を持った財政運営を行うための

参考資料として活用することが可能。 

 

３－１．貸借対照表の概要 

 

◆資産 １，６３９億 ９，０１７万円（市民１人当たり３３４万５千円） 

 

 ・有形固定資産 １，４５４億１，７６８万円    

 生活インフラ・国土保全  ５１０億  ７６０万円 

 教  育         ３５３億５，３４２万円 

産業振興         ３４９億  ３４３万円 

    総  務         １１３億４，３４５万円 

 

 ・投 資 等     １１１億  ７１１万円    

基金等           ６８億７，２３２万円 

投資及び出資金       ３７億８，８００万円 

貸付金              ９，９４９万円 

 

 ・流動資産      ７４億６，１２３万円    

現金・預金         ７３億５，７６５万円 

未収金            １億  ３５８万円 

 

◆負債   ４１９億  ６３０万円（市民１人当たり８５万５千円） 

 ・固定負債     ３７５億３，７１５万円    

地方債          ３３０億８，５３０万円 

    退職手当引当金       ４４億５，１８５万円 

 

 ・流動負債      ４３億６，９１５万円    

地方債翌年度償還予定額   ４１億４，４８９万円 

賞与引当金          ２億２，４２６万円 

 

※ 地方債残高は、固定負債の地方債及び流動負債の翌年度償還予定額の合算である。 

３３０億８，５３０万円 ＋ ４１億４，４８９万円 → ３７２億３，０１９万円 
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◆純資産 １，２２０億８，３８７万円（市民１人当たり２４９万円１千円） 

 

・公共資産等整備国県補助金等  ３１６億５，３０３万円 （市民１人当たり ６４万６千円） 

・公共資産等整備一般財源等 １，００９億６，３６３万円 （   〃   ２０６万０千円） 

・その他一般財源等      △１０５億３，２８０万円 （   〃   △２１万５千円） 

 

 

３－２．貸借対照表の分析 

 

◆社会資本形成の過去及び現世代負担比率（純資産合計／公共資産合計×１００） 

  ⇒ 比率が高ければ、過去及び現世代が負担した割合が高くなります。 

     北杜市 ８４．０％（平均値：５０％～９０％） 

 

◆社会資本形成の将来世代負担比率（地方債残高／公共資産合計×１００） 

  ⇒ 比率が高ければ、将来世代の負担する割合が高くなります。 

     北杜市 ２５．６％（平均値：１５％～４０％） 

 

◆歳入額対資産比率（資産合計／歳入合計） 

  ⇒ 形成された資産は何年分の歳入が充当されたかを見ます。 

     北杜市 ５．０６年（平均値：３年～７年） 

 

◆資産老朽化比率（減価償却累計額／（有形固定資産合計－土地＋減価償却累計額）×１００） 

 ⇒ 耐用年数に比して償却資産の取得からどの程度経過しているかを見ます。 

    北杜市 ５１．７％（平均値：３５％～５０％） 

 

◆地方債償還年数（地方債残高／経常的収支額（地方債発行額及び基金取崩額を除く）） 

⇒ 自治体の抱えている地方債を経常的に確保できる資金で返済した場合に何年で返済でき

るかを表し、債務返済能力を見ます。この指標が小さければ小さいほど借金の経常的支出に

対する負担は軽く、債務返済能力が高いことになります。 

   北杜市 ３．８年 （平均値：３年～９年） 

 

 

４－１．行政コスト計算書の概要 

 

◆行政コスト総額 ２６３億４，０８６万円 （市民１人当たり ５３万７千円） 

 

◆性質別コスト                       

・物にかかるコスト   １１０億８，５８９万円   （市民１人当たり ２２万６千円） 

  （うち減価償却費    ６８億３，６２９万円）  （   〃    １３万９千円） 

・移転支出的なコスト  １０１億７，６８１万円   （   〃    ２０万８千円） 

・人にかかるコスト    ４３億１，８８６万円   （   〃     ８万８千円） 

・その他のコスト      ７億５，９３１万円   （   〃     １万５千円） 

 

※ 物・・・・・・・物件費、維持補修費、減価償却費 

移転支出的・・・社会保障給付、補助金等、他会計への支出額、 

他団体への公共資産整備補助金等 

人・・・・・・・人件費、退職給与引当金繰入等、賞与引当金繰入額 

その他・・・・・支払利息、回収不能見込計上額 
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◆ 目的別コスト（主なもの）                   

 ・福祉           ５９億３，６３５万円  （市民１人当たり １２万１千円） 

 ・産業振興         ５６億  ８５４万円  （   〃    １１万４千円） 

・教育           ３５億   ６７万円  （   〃     ７万１千円） 

・総務           ３２億５，６１６万円  （   〃     ６万６千円） 

 ・生活インフラ・国土保全  ３０億９，３３０万円  （   〃     ６万３千円） 

・環境衛生         ３０億３，６３３万円  （   〃     ６万２千円） 

 

◆収入合計     ８億２，２１８万円 （市民１人当たり １万７千円） 

 

 ・使用料・手数料等      ７億  ４２７万円  （市民１人当たり  １万４千円） 

 ・分担金・負担金・寄付金   １億１，７９１万円  （   〃       ３千円） 

 

 

４－２．行政コスト計算書の分析 

 

◆受益者負担比率（経常収益／経常行政コスト×１００） 

  ⇒ 行政コスト計算書における経常収益は、いわゆる受益者負担の金額であるため、どの程度

受益者負担割合があるか見ます。 

     北杜市 ３．１２％（平均値：２％～８％） 

 

◆行政コスト対公共資産比率（経常行政コスト／公共資産×１００） 

  ⇒ 資産を活用するためにどれだけのコストがかけられているか、あるいはどれだけの資産で

どれだけの行政サービスを提供しているか見ます。 

     北杜市 １８．１％（平均値：１０％～３０％） 

 

◆行政コスト対税収等比率（（純経常行政コスト／（一般財源＋補助金等受入）×１００）） 

  ⇒ 当年度に行われた行政サービスのコストから受益者負担分を除いた純経常行政コストに

対して、どれだけが当年度の負担で賄われたか見ます。 

    比率が１００％を下回っている場合は、翌年度以降への引き継ぐ資産が蓄積されたか、あるい

は翌年度以降へ引き継ぐ負担が軽減されたこと（もしくはその両方）を表しており、逆に、比率

が１００％を上回っている場合は、過去から蓄積した資産が取り崩されたか、あるいは翌年度以

降へ引き継ぐ負担が増加したこと（もしくはその両方）を表しています。 

     北杜市 ９８．１％（平均値：９０％～１１０％） 

 

５－１．資金収支計算書の概要 

 

 

  当年度歳計現金増減額  △２億１，５８９万円 

  期首歳計現金残高    １２億３，５６６万円 

  期末歳計現金算高    １０億１，９７７万円 

区 分 収入の部 支出の部 差 引 

経常的収支の部 270億9,157万円 165億1,508万円 105億7,649万円

公共資産整備収支の部 27億8,253万円 47億1,338万円 △19億3,085万円

投資・財務的収支の部 13億 788万円 101億6,941万円 △88億6,153万円

合 計 311億8,198万円 313億9,787万円 △ 2億1,589万円
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５－２．資金収支計算書の分析 

 

◆プライマリーバランス（基礎的財政収支） 

  プライマリーバランスは、「歳入総額（繰越金を除く）から地方債発行額及び財政調整基金等

の取崩額を除いたもの」から「歳出総額から地方債元利償還額及び財政調整基金等の積立金を除

いたもの」を差引いて算出します。 

 

【北杜市】 

  歳入総額         31,181,978千円（32,417,640千円（総額）－1,235,662千円（繰越）） 

  地方債発行額       △ 2,615,500千円 

  財政調整基金等取崩     △3,717千円 

           計  28,562,761千円 

 

  歳出総額        31,397,866千円 

  地方債元利償還額   △6,123,405千円 

  財政調整基金等積立金   △16,942千円 

           計  25,257,519千円 

 

   28,562,761千円 － 25,257,519千円 ＝ 3,305,242千円 

 

  算出した金額がゼロあるいはプラスであれば実質的な地方債の増加率は長期金利以下となり、

経済成長率が長期金利を下回らない限り、経済規模に対する地方債の比率は増加せず、持続可能

な財政運営であるといえます。 

 

 


